
単位

施
策
の
目
的
・
目
標
達

成

の
た
め
の
役
割
分
担

１．町民（事業所、地域、団体）の役割 ２．行政（町、県、国）の役割

①行政サービスの見直しについて理解・協力し、その一役を担う。 ①町民への説明責任を果たす。
②行政サービスの取捨選択と改善を行う。
③少人数で効果的なサービスが提供できる組織・体制をつくるとともに、職
員の育成を推進する。

施
策
を
取
り
巻
く
状
況

１．施策を取り巻く状況（対象や法令等）は今後どのように変化するか？ ２．施策に対して、住民や議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

①地方公務員法の改正により、人事評価による能力及び実績に基づく人事管理の
徹底と退職管理の適正確保が明確化した。
②退職共済年金受給開始年齢の引き上げにより、雇用と年金の接続の措置を講ず
る必要が生じた。また、地域水準に合わせた給与の総合的見直しの検討を求められ
ている。
③ＰＰＰ、ＰＦＩなど、施設運営等について、外部委託できる業務の範囲が拡大した。
④施設の老朽化がすすむ。職員が減少し、組織が小さくなる。
⑤消費税が平成26年4月に8％に改正され、平成27年10月に10％に引き上げの予
定であったが、景気動向等により平成31年10月に再延期された。
⑥「まち・ひと・しごと創生法」の公布・施行により、都道府県及び市町村は「地方版総
合戦略」を策定した。
⑦平成32年度から度地方公務員法の改正、地方自治法の改正により会計年度任用
職員制度が導入され、一般職の非常勤職員の任用が明確化された。

①町民アンケートでは、3分の2の町民が町役場職員の応対・接遇に好感を持ってい
るいう結果ではあったが、あいさつや電話対応に対して指摘されることもあり、まだま
だ向上の余地がある。引き続き職員の意識・接遇の改善を行っていかなければなら
ない。自由記述欄には、「職員のレベルアップ」や「町民の要望を反映して欲しい」な
どに関する意見が寄せられている。
②行革による役場職員の削減について異議を唱える町民はいないものの、支所機
能の維持を求める声がある。
③老朽化した町有施設の改修等の要望があるが財源確保や統廃合の問題により住
民の声に応えきれていない。

指
標
設
定
の
考
え
方
と

実
績
値
の
把
握
方
法

Ａ）数値が高まれば、効率的に効果的な行政サービスを提供できていると考え成果指標とした。
町民アンケートにより把握　※納めた税金の対価として、行政サービスが十分に提供されていると思いますか。→「そう思う」、「どちらかといえばそう思う」と
回答した人の割合
Ｂ）適正な職員定員管理状況で行政サービスを提供することが、効率的であるといえるため成果指標とした。特に、町の職員数が多いことから、この数値を
把握する。また、人口と産業構造の二つの要素を基準とした類似団体と普通会計レベルで比較が可能。
定員管理調査により把握
C)人材育成基本方針を基本に設定されている能力行動基準に対し、各階級において期待される能力、姿勢を発揮したと評価された割合が高いほど、職
員の意識改革と能力と資質の向上が図られている考え成果指標とした。
実績値について、人事評価能力評価結果により把握
D)施策ごとの成果指標の目標値が達成されていれば効果的な行政サービスの提供につながるため成果指標とした。

目
標
値
設
定
の
考
え
方

Ａ）消費税率が平成26年4月には8％に、平成31年10月には10％に上がることを考えると、平成25～27年度に数値が急激に悪化する可能性がある。平成
29年度まで現状の水準を維持する。
Ｂ）職員数の削減については、行財政改革行動指針により、平成19年度より最重点課題として勧奨退職の推進等取り組んでおり、今後も継続して取り組ん
でいく。また、退職共済年金受給年齢の引き上げに伴う再任用制度の改正等が予想されるが、事務の簡素化効率化を目指し、業務の民営化やアウトソー
シング等の検討をし、更なる削減を目指していく。【（人口１万人あたり普通会計）類似団体平均：88.68人（H29）、沼田市：75.47人（H29）、みなかみ町：
108.40人（H29）】
Ｃ）平成23年度能力評価（試行）の結果、期待される能力・姿勢を充分発揮したと評価した割合は、延べ評価項目数2,458に対して75％という結果となっ
た。評価精度の向上等今後課題はあるが、この数値を基本として、毎年度1ポイントの上昇を目標値として、平成30年度には81％を目指す。
D)総合計画の後期基本計画において各施策の目標値を定めた。すべての施策の成果指標において目標値達成を目指す。

目標値
Ｆ

実績値

目標値
Ｅ

実績値

39.0 38.8

目標値 - 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
Ｄ

年度目標を達成した、施策の成果指標の割
合

％
実績値 - 53.5 51.1 46.2 43.7

84.6 87.9 85.5 84.5

目標値 75.0 76.0 77.0 78.0 79.0 80.0
Ｃ

職位に求められる能力を発揮していると評価
された、評価項目の割合

％
実績値 - 82.7 86.6

Ｂ 町の職員数 人
274 261 255 245 240

目標値 285 278 264

実績値 288 285

262 252 240

41.7 39.1

目標値 38.0 38.0 38.0 38.0 38.0 38.0

公の施設の有効活用 公の施設 有効に活用される。

成
果
指
標

成果指標名 区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

施
策
の
目
的

平成29年度

Ａ
納めた税金の対価として、行政サービスが十
分に提供されていると感じる町民の割合

％
実績値 38.1 39.1 35.9 33.5 34.4

意図

①行政機能
①効率的に、効果的な行政サービ
スを提供する。

1 人材の育成と確保 職員 資質を向上させる。

2 効果的な組織運営 組織

対象 意図

基
本
事
業

基本事業名 対象

5

効果的に機能する。

3 事業効果の向上 施策、事務事業 効果を高める。

4

原澤　志利

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進 関係課 総合戦略課

月 19 日

基本
目標

Ⅵ 住民とともに歩む健全なまち 主管課
名称 総務課

課長

施策マネジメントシート（平成29年度の振り返り、総括）
作成日 平成 30 6
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###

施策評価会議結果を効果的に活用する必要がある。 成果を高める必要がある施策に、より重点的に財源を配分するため、
施策マネジメントシートの今後の取り組み方針を反映した予算編成を
行う。

成
果
実
績
に
対
し
て
の

取
り
組
み
の
総
括

①平成18年度から実施している行財政改革により勧奨した職員は、平成26年度末までの9年間で合計97名となった。平成27年度は、国からの指導もあり
年金の支給年齢の引き上げに伴い年金との接続を考慮し、定年退職に戻す初年度であり、14人の退職者のうち、定年退職者は12人、新規職員採用者は
４名で、結果10名の職員削減であった。平成28年度は、退職者12人のうち、定年退職者は10人、新規採用者は4名で結果正職員は8名の職員削減で
あった。平成29年度は、退職者9人のうち、定年退職者は8人、新規採用職員は3名で結果正職員は6名の職員削減であった。 定数には再任用(フルタイ
ム)職員が4名(平成30年度新規2名)が含まれている。
②総合計画後期基本計画に照らし合わせ各施策の振り返り(行政評価)を行った。
③「人材育成基本方針」に基づき、平成24年度より人事評価の導入を行い、平成29年度においても、新規職員、新管理職研修及び評価技術向上のため
管理職実践研修を行った。
④職員一人ひとりの資質・能力・スキルを向上させるため、平成29年度みなかみ町職員研修実施計画を策定し、各種研修を実施､推進した。（延べ87名参
加）

今
後
の
課
題
と
取
り
組
み

（
案

）

基本事業名 今後の課題 今後の取り組み（案）

1 人材の育成と確保

①人材育成基本方針に基づき、職員の意識改革と育成に取り組んで
いるが、一般的な企業と比べても人材育成のプログラムが弱い。
②リ－ダ－シップや組織運営能力なども主眼とした人材育成研修が
必要である。

①職員一人ひとりのやる気と能力を高めるため、人事評価結果と連
動した研修実施計画を策定して職員に勧奨する。また、人事評価制
度を基本とした処遇反映制度の構築を検討推進する。
②職務・職責に応じた英語研修の実施など、グロ－バル化に対応し
た人材育成の推進を図る。

4 公の施設の有効活用

みなかみ町公共施設等総合管理計画に基づき、施設の統廃合を進
める。

①合併特例債を活用した不要となった施設の廃止。
②関係者の承諾が得られている施設の撤去を進める。
③未利用の町有地及び建物等について賃貸や売却等を進める。
④地元限定施設については地元管理あるいは地元譲渡を進める。

2 効果的な組織運営

①組織編成が頻繁にあり、グループが細分化され多くなったが、町民
に認知されにくい。
②重点施策に基づいた組織の体制づくりと人員配置の見直し。

①所属ごとの業務について町民に広く認知されよう周知を図る。
②重要となる施策と事業に合わせた組織の見直しと人員配置をおこ
なう。

3 事業効果の向上

施
策
の
成
果
水
準
の
分
析
と
背
景
・
要
因
の
考
察

実績比較 背景・要因

①
時
系
列
比
較

かなり向上した。

①納めた税金の対価として、行政サービスが十分に提供されていると感じる町民の割合は平成28年度が41.7％、平成
29年度は39.1％(2.6ポイント下降)となった。　地区別では、月夜野地区・水上地区で41%を超えているのに対して、新治
地区が35％に達していない。年齢別で変動が見られたのが、年金受給世代である70歳以上で49.8％から50.8％（1.0ポ
イント上昇）、60歳代が47.4％から38.0％（9.4ポイント下降）、50代が31.5％から27.1％（4.4ポイント下降）、30代が33.4％
から28.0%（5.4%ﾎﾟｲﾝﾄ下降）となる結果となった。全般的に、昨年度に比べ満足度が低い結果となった。唯一40代が
34.0%から39.5%（5.5%ﾎﾟｲﾝﾄ上昇）と大きく上昇している。20歳代の数値に大きな変動はない。今後も子育て支援政策に
ついて、義務教育以上の子どもを抱える世帯への支援を充実させ、多様化するニーズに効果的に対応できる行政サー
ビスの改善が必要である。
②職員数は、平成22年297人から平成29年度240名と7年間で57人減少。平成30年度には233名となり7名の削減となっ
た。職員数の減少要因については、平成29年度職員数240名に向け、希望退職の推進、新規職員の採用抑制等、組織
のスリム化効率化を推進してきた結果と考える。
③「職位に求められる能力を発揮していると評価された、評価項目の割合」は、平成24年度82.7％、平成25年度
86.6％、平成26年度84.6％、平成27年度87.9%、平成28年度85.5%、平成29年度84.5%と変動しているが、依然目標値を
上回る水準で推移している。引き続き、評価技術の更なる向上を図る必要があり、成果水準の比較は次年度以降とした
い。
④「年度目標を達成した、施策の成果指標の割合」は38.8％となり、前年度に比べ0.2ポイント低下した。

どちらかといえば向上した。

ほとんど変わらない。（横ばい状態）

どちらかといえば低下した。

かなり低下した。

③
目
標
の
達
成
状
況

目標値を大きく上回った。
①納めた税金の対価として、行政サービスが充分に提供されていると感じる町民の割合は、目標値を1.1ﾎﾟｲﾝﾄ上回る結
果となったが、消費税率改正に合わせ、物価上昇や年金受給、雇用に創出等先行きが見えない施策への不安の影響と
思われるため、今後数値を注視し、判断する必要がある。
②職員数については、行革による勧奨退職等の推進及び新規採用職員の抑制により目標値以上の成果があった。
③「職位に求められる能力を発揮していると評価された、評価項目の割合」については、目標値を上回る結果となった。
目標値以上の数値になった要因は、評価者による評価のばらつきや中心化傾向が見受けられるためで、今後評価精度
の向上が課題である。そのため、人事評価導入6年目となったが、次年度以降の数値も確認する必要がある。
④全151成果指標中、現状で数値を把握できない指標を除く目標を達成した指標の割合は38.8％となった。

目標値を多少上回った。

ほぼ目標値どおりの成果であった。

目標値を多少下回った。

目標値を大きく下回った。

②
他
団
体
と
の
比
較

かなり高い水準である。
①平成29年度4月1日現在の利根沼田管内市町村の職員数（普通会計）は、沼田市375人、川場村51人、昭和村81人、
片品村77人、みなかみ町215人である。人口1万人当たりの職員数に置き換え、類似団体の平均数と比較すると、沼田
市△24.49人、川場村△67.49人、昭和村△46.28 人、片品村△53.1人、みなかみ町＋19.72人である。
また、みなかみ町と人口規模、産業構造が類似している団体と比較すると、普通会計ベースの実職員数で、平成23年
103人、平成24年104人、平成25年度98人､平成26年度91人、平成27年度86人、平成28年度87人、平成29年度61人多
い水準であった。また全国61団体中14番目に多い結果となった。平成29年度の定員管理上の超過率割合は40.4％とな
り、類似団体に比べ超過率が高い結果となっている。本町のように町面積が広く、行政サービスが広範囲に及ぶことを
考慮すると一概には比較できないが、適正な行政規模と少数精鋭による行政運営は不可欠となっている。
②職員育成の基準である人材育成基本方針・研修基本計画について、県内で未策定団体が4団体あるが、みなかみ町
では平成21年度よりこの方針に基づいて人事評価制度を導入し、職員研修についても研修実施計画に基づき計画的
に実施している。

どちらかといえば高い水準である。

ほぼ同水準である。

どちらかといえば低い水準である。

かなり低い水準である。

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進 主管課
名称 総務課

課長 原澤　志利



32_効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 1

31・40・
217

33・39・
205

人
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

人事 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

総務
課長 原澤　志利

安全衛生体制の整備が急務である
が、管理者の資格や外部カウンセ
ラーの招聘等検討する必要があ
る。

 

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

職員の健康管理のため健康診断・スト
レスチェックを実施する
職員の人間ドックの申し込み、受診日程
調整等
職員の人間ドック利用者に対する助成
金交付
職員の健康管理（衛生委員会）

 

事業費 2,096,570 円

7 5

事務事業 000006 職員健康管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 人材の育成と確保

受診職員数
（健康診断（正規）・健康診
断（臨時）・人間ドック）

目 1 273 272 人

平成 30 7 5 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

総務 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

全国町村会及び郡町村会による弔
慰金(保険金)等の事業。

 

事業費 1,322,850 円

7 2

事務事業 000005 町村職員等弔慰金保険事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 人材の育成と確保 被保険者数

目 15 1 1 件

平成 29 8 1 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

人事 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし
現状維持（法に基づき実施）

 

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

・職員の給与、勤務条件に関する措置
の要求を審査・判定し必要な措置を執
る。
・職員に対する不利益な処分について
の不服申し立てに対する裁決又は決定
をする。
・職員の苦情に対し必要な処理・措置を
行う。

 

事業費 12,900 円

8 21

事務事業 000004 公平委員会運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 人材の育成と確保 委員会開催件数

目 1 65・151 55・167 人

平成 29 8 21 29

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

人事 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

職員個々の意識、組織の風土、この２つをどの
ようにして変えていくかが重要となる。人材を育
成するための１つの重要な手法として「研修参
加・実施」することが組織の当たり前になるに
は、地道な努力が必要となる。そのためには、な
かなか見えてこない「研修の成果」が少しでも職
員に伝わるように担当者が工夫を凝らして事業
を進めていく必要がある。

今後、語学研修を取り入れてい
きたい。
町独自の研修については、職員
の特性などを考え研修の内容を
企画し実施していきたい。

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

【指定制】研修においては、①新規採用時職員、②新任ＧＬ、③新任課長、④勤続年数5～9年程度の主

査・主任を対象として、群馬県町村会及び群馬県自治研修センターが主催する町村職員向けの研修に

職員を推薦して参加してもらっている。

【指定制】研修は、特別な事情がない限り必ず参加してもらっている。

【希望制】研修においては、群馬県自治研修センターが年間計画に基づいて県職員・町村職員の合同で

実施している各種研修に、職員個人の意思や組織の方針に基づき、職員を推薦し参加してもらってい

る。市町村職員中央研修所が実施している市町村ｱｶﾃﾞﾐｰにも参加を呼びかけている。平成29年度中は

2名の参加実績であった。全国市町村国際文化研修所(国際文化ｱｶﾃﾞﾐｰ)へも8名の職員が参加した。

【町主催研修】町主催による研修を合計5回開催した。①職員の住民に対する接し方のひとつの手段とし

ての話し方の取得を目的としたものとして「話し方研修」 、人事評価制度の定着と評価者のバランスを均

等にしていくため、基準を一定に保つことができていけるように、②新規採用者・新任評価者人事評価・

目標設定研修 ③新規採用者自己評価研修 ④新任評価者(GL)研修⑤職員ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ（子育て世代)

みなかみ町研修実施計画を策定し、研修の機
会や情報を提供し、多くの職員が自己啓発活
動を行い、研修に参加するように努めている。
県自治研修センターが実施する研修以外の他
の外郭団体や民間会社が行っている研修への
参加も呼びかけている。また、自主研修事業を
活発に活用していただけるように職員への浸透
を図っている。

事業費 7,112,837 円

5

事務事業 000001 職員研修事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

平成 30 7 5 30 7

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 人材の育成と確保

研修参加職員数
（他団体主催・町主催）



32_効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 1 2 3 件

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

人事 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

公務災害補償制度は、職員が公務上の
災害(負傷・疾病・傷害又は死亡)又は通
勤による災害を受けた場合、その災害
により生じた損害を補償し、必要な福祉
事業を行うことで、職員及びその遺族の
生活の安定と福祉の向上に寄与するこ
とを目的としている。

 

事業費 101,735 円

7 5

事務事業 000016 非常勤職員公務員災害補償事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 人材の育成と確保 療養及び休業補償件数

目 1 97 96 人

平成 30 7 5 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

人事 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし
平成32年度から人材活用管理事
業に雇用保険概算・確定処理な
ど、事務事業を移動させる。

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

社会保険制度は、健康保険料と厚生年金保険料から成り立って
いる。不測の事故や老後の生活にそなえて、働く人たちが収入に
応じて保険料を出し合い、これに事業主も負担していざというとき
に医療や介護、年金・一時金の給付を行い生活の安定をはかると
いう目的のものである。
みなかみ町が採用する臨時職員の健康保険、厚生年金保険への
資格取得・脱退に係る事務及び社会保険料控除額の計算事務を
行う。
財団法人群馬県社会保険協会では、社会保険制度の普及を目的
とした月刊機関紙「社会保険ぐんま」の発行等に伴い、負担金の
納入事務等を行う。

 

事業費 1,144,210 円

8 21

事務事業 000015 臨時職員社会保険手続事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 人材の育成と確保 対象被保険者数

目 1 0 0 件

平成 29 8 21 29

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

人事 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

町長の諮問により、議会の議員報酬並びに
町長、副町長の及び教育長の給料に関する
条例を議会に提出するとき審議会の意見を
聴くための機関である。
事務局として委員の選任、審議会の開催、会
議録の作成、審議結果を町長に諮問、議会
への上程を行う。

 

事業費 0 円

8 21

事務事業 000014 特別職報酬等審議会事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 人材の育成と確保 審議会開催件数

目 1 14・29 14・26 回

平成 29 8 21 29

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

人事 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

手当関係に異動を生ずる事実の発
生から届出に至るタイムラグについ
ては制度上、改善の余地がない。

 

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

①職員の給料・諸手当を計算・確定
し、支給する。
②各種給与関係調査（給与実態調
査等）に対し、報告する。
③人事給与システムを運用する。

 

事業費 1,594,080 円

7 5

事務事業 000012 職員給与等管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 人材の育成と確保

給与等支給回数
・各種調査報告回数

平成 30 7 5 30



32_効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 1 22 29 人

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

総務 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

職員採用申込者の統一試験（職員
採用第一次試験）の事務を委託。職
員共済（任意・長期・自動車）の加
入・継続等の事務処理

 

事業費 14,485 円

7 2

事務事業 000002 群馬県町村会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 効果的な組織運営 職員採用試験応募者数

目 1 5 5 団体

平成 29 8 1 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

総務 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

利根沼田広域市町村圏での市町村
の共同処理事務事業

 

事業費 17,614,000 円

7 2

事務事業 000001 利根沼田広域市町村圏整備組合運営費負担事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 効果的な組織運営

利根沼田市町村数（構成
団体数）

目 1 - 96 人

平成 29 8 1 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

人事 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利 地方公務員法の改正により、今後、

臨時職員の任用やあり方につい
て、平成３２年度から会計年度職員
等の制度導入がされるため、これに
伴う見直しが必要となる。

会計年度任用職員制度への移
行を行っていくため、制度設計を
行い、例規などの整備を行う。ま
た、併せて職員へ制度の理解、
浸透を図っていくための研修等を
開催していく必要がある。

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

所管毎に個別管理していた臨時職
員を総務課において一元管理し、正
規、再任用及び臨時職員等を効率
的、効果的に配置する。

臨時職員の一元化管理を行うため、
各所属の担当者会議等の開催や連
絡を密に取れるような体制整備に努
めた。また、効率的で効果的に臨時
職員を活用していくように心がけた。
全庁における臨時職員の就業状態
などを理解することができた。

事業費 130,908,045 円

7 5

事務事業 000019 人材活用管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 人材の育成と確保 管理対象の臨時職員数

目 1 0 0 人

平成 30 7 5 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

消防・防災 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題無し なし

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

日本電信電話ユーザ協会へ負担金
を支払うことによって、各種研修へ
の参加や情報通信技術に関する最
新情報の提供を受けることができ
る。町長が利根沼田地区監事となっ
ている。

なし

事業費 8,400 円

7 6

事務事業 000017 日本電信電話ユーザ協会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 人材の育成と確保 研修等参加人数

平成 29 8 21 30



32_効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 1 2・2 4・4

件・
件

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

総務 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

町が所有、管理する施設地等にお
いて、町等の業務遂行上の過失に
起因する事故について損害を総合
的に補填する保険事業

 

事業費 1,481,233 円

7 2

事務事業 000008 全国町村会総合賠償保険事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 効果的な組織運営

示談件数・損害賠償申請
件数

目 1 0 0 件

平成 29 8 1 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

秘書 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

行政事務を推進する中で、個人の
権利やプライバシー等町民とのトラ
ブルや行政情報開示請求等につい
て、専門的な知識のある弁護士に
相談や調査等をお願いするため委
託契約を結んでいる。

 

事業費 648,000 円

  

事務事業 000007 行政行為相談事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 効果的な組織運営 相談件数

目 7 3 3 回

平成 29 7 10  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

企画 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

利根沼田の市町村単独では実現が難しい広域
的な案件について取りまとめ、群馬県や群馬県
議会等に対して陳情請願を行う。
この協会は、利根沼田の市町村長や市町村議
長、各種団体の代表等により組織された団体
で、下部組織に総務企画経済部会、交通水利
部会、農林業部会、教育民生部会がある。

 

事業費 737,325 円

7 6

事務事業 000004 利根地方総合開発協会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 効果的な組織運営 会議等出席回数

目 1 10 10 人

平成 29   30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

総務 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

利根郡町村会で行う自治功労者・
永年勤続者の表彰等に係る事務及
び表彰

 

事業費 1,260,750 円

7 2

事務事業 000003 利根郡町村会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 効果的な組織運営 永年勤続功労被表彰者数

平成 29 8 1 30



32_効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 1 5 10 件

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

総務 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績切手やハガキの購入及び在庫管

理、また宅急便・メール便・後納郵
便等の支払いを行っている。

 

事業費 1,911,120 円

7 2

事務事業 000012 通信運搬事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 効果的な組織運営

切手等購入回数（伝票処
理件数）

目 1 69 75 件

平成 29 8 1 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

総務 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

職員の事務処理に必要なコピー用
紙などの事務用品や封筒の調達・
在庫管理や負担金の支払いなど
行っている。

 

事業費 14,603,172 円

7 2

事務事業 000011 事務用品・器具類管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 効果的な組織運営 単価契約・リース契約件数

目 2 2 2 回

平成 29 8 1 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

総務 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利 公文書管理法の施行により、公文

書管理条例の策定を見据え、公文
書の適切な保存活用のため、協議
会で得られた情報を活かしていかな
ければならない。

 

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

県及び県内の市町村を会員とする
団体で県及び県内の市町村が保存
している公文書等を歴史資料として
保存活用することを目的としてい
る。

 

事業費 3,000 円

7 2

事務事業 000010 公文書保存活用事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 効果的な組織運営 協議会出席回数

目 2 107 111 件

平成 29 8 1 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

総務 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利 事務の根拠となる法令を解釈する

ためには法制執務の知識が必要で
ある。システムを利用する際にもの
知識が必要なため法制執務の研修
も必要となる。

 

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

町の条例、規則、要綱及び規程の
制定改廃を行う。また、公布された
条例等例規を紙媒体の例規集と
データによる例規システムとして整
備する。

 

事業費 2,598,146 円

7 2

事務事業 000009 法制執務事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 効果的な組織運営 例規審査件数

平成 29 8 1 30



32_効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 5 10 5 台

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

消防・防災 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

各課各職員のニーズを十分把握し
たうえで車種選定などに必要な情
報収集を求められる。

適切な公用車整備あるいは配置
を行い、必要のない車あるいは
環境に配慮していない車の廃車
に努める。

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

公用車の適切な更新を行うための
事業

公用車５台を購入

事業費 11,106,025 円

7 6

事務事業 000021 公用車整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 効果的な組織運営 整備（更新）台数

目 6 8 13 件

平成 29 8 21 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

財政・契約 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

所管(体制)の意図と方向性を確認
のうえ、
内容次第で事業の検証制度と業務
の見直しの検証が必要。

 

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

公共施設の適切な管理、サービス
の向上、経費の節減を図るための
指定管理者選定の際に開催する選
定委員会の事務及び指定管理者制
度に係る事務全般を執行する。

課題に基づき、平成２９年度以降
の期間満了に伴う更新は、一般
公募による審査を原則として進
めることになり、５施設について、
公募による審査を行った。

事業費 8,600 円

6 29

事務事業 000017 指定管理者制度事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 効果的な組織運営 審査実施件数

目 1 0 0 回

平成 29 8 3 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

人事 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

職員私有車登録台帳整備、私有車
使用承認事務、旅費支給事務

 

事業費 0 円

8 21

事務事業 000015 私有車の公務使用事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 効果的な組織運営 私有車出張制度利用回数

目 5 295 299 台

平成 29 8 21 29

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

消防・防災 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

総務
課長 原澤　志利 職員に対し、「公用」車の意味を再

認識させたうえで利用してもらう必
要がある。また、各課の公用車管理
担当には、車両管理をより身近な作
業と認識してもらう必要がある。

共有車両管理の厳格化及び各
課管理車両の適正化により修繕
や事故の件数を削減する。

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

町有自動車の適切な維持管理のた
めの事業
公用車購入、タイヤ管理、自動車共
済事務、事故処理、修繕対応、経費
支払い事務等

オイル交換、定期点検を進め、
長い期間安全に公用車を利用で
きるよう整備を行った。

事業費 39,120,304 円

7 6

事務事業 000013 公用車維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 効果的な組織運営 管理対象車両台数

平成 29 8 21 30



32_効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 29 ～ 1 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 1 9 9 件

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

総務 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

常日頃の社会一般的な情報を得る
ために、新聞を購読し日々の情報を
収集するもの。
国の告示である官報を購読し、国の
法改正情報等を得るもの。

 

事業費 908,680 円

7 2

事務事業 000008 官報・新聞等購読事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 事業効果の向上 購読先件数

目 1 1,641 1,556 件

平成 29 8 1 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

秘書 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

町長等特別職が公務をスムーズに
行えるよう日程調整と管理を行う。
来客者等の接待や公務上発生する
交際費・旅費等についての事務処
理を行う。

 

事業費 1,947,336 円

7 10

事務事業 000004 総務渉外事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 事業効果の向上 日程調整依頼件数

目 6 8 6 件

平成 29 7 10 29

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

企画 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

企画段階の事務事業を調査研究す
るための事業
【具体的には】
先進地視察、調査研究、研修会へ
の参加など

 

事業費 928,177 円

7 6

事務事業 000003 政策調査研究事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 事業効果の向上

視察、調査、研修会等実施
件数

目 6 - 64 回

平成 29   30

事業
期間

期間限定 会
計

1 款 2 項 1

企画 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 組織

総合戦略課
課長 宮崎　育雄

課題なし

【今後の方針】
総合計画の進捗管理に活かせる
よう、行政評価制度とリンクした
取り組みを行っていく。

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

平成２０年度から平成２９年度を計
画期間としていた第１次総合計画が
終了することから、平成３０年度を
初年度とした第２次総合計画を策定
するための事業。

 

事業費 3,544,228 円

3 30

事務事業 000002 総合計画策定事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 事業効果の向上 施策会議

平成 29 7 10 30



32_効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 1 3 2 回

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

総務 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

群馬県で共同利用しているLGWAN
回線の負担金支払いと情報化推進
協議会への参加により情報を共有
している。

 

事業費 958,936 円

7 2

事務事業 000013 群馬県情報化推進協議会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 事業効果の向上 総会、研修会等出席回数

目 1 6 6 件

平成 29 8 1 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

総務 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

施設間ネットワークやグループウェ
アを管理するとともに、文書管理シ
ステム、行政事務用パソコンの管理
運営事務を行っている。

 

事業費 37,001,866 円

7 2

事務事業 000012 庁内情報系システム運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 事業効果の向上 契約業務数

目 1 72 82 件

平成 29 8 1 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

総務 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

住民台帳、町税等の賦課徴収、医
療福祉等の住民情報に直結する各
システムのネットワーク及び通信機
器の保守を行う。また、各拠点を結
ぶ回線網の調達を行う。

 

事業費 27,351,436 円

7 2

事務事業 000011 庁内基幹系システム運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 事業効果の向上 契約業務数

目 6 0 0 件

平成 29 8 1 30

事業
期間

期間限定 会
計

1 款 2 項 1

企画 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 組織

総合戦略課
課長 宮崎　育雄

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

みなかみ町の町勢要覧を作成し、
町外からの視察等が来町した際に
町の概要として配布する。県勢要覧
については、群馬県ＨＰに掲載し、
毎年7月頃更新をしている。

 

事業費 710,856 円

  

事務事業 000010 町・県勢要覧事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 事業効果の向上 更新・公開件数

平成 29    



32_効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 26 ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 27 ～ 28 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 5

3,700,028
・

9,125

3,693,659
・

8,445
㎡

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

消防・防災 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

最低限の維持管理で対応している
が委託料が増大する可能性があ
る。

町有地の売却や建物の有効利
用を進め、効率的な維持管理に
努める。

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績普通財産である町有地及び施設の

適正管理及び利活用を進めること
を目的とする事務事業である。

町有地２筆を売却。旧北幼稚園
を上牧公民館として利用すること
がまとまる。

事業費 2,083,723 円

7 6

事務事業 000001 普通財産管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 04 公の施設の有効活用

管理土地面積・管理建物
面積

目 1 2 2 件

平成 29 8 21 30

事業
期間

期間限定 会
計

1 款 2 項 1

総務 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績セキュリティを強化するためにアプ

リケーション及び管理用PCを導入し
運用管理を行う。

 

事業費 25,432,968 円

7 2

事務事業 000023 自治体セキュリティ対策強化事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 事業効果の向上 構築システム数

目 6 13 13 事業

平成 29 8 1 30

事業
期間

会
計

1 款 2 項 1

戦略推進 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

効率的で効果的な事業展開が課題
である。

総合戦略の推進状況を評価会
議にて検証しPDCＡサイクルを築
いていく。各課と協議を重ね戦略
の推進を図っていく。

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

地方創生のため、総合戦略を策定
し推進する。推進会議、評価会議、
シティーマネージャ制度の活用、地
方創生交付金の活用などを執行す
る。

今年度は、評価会議の実施と地
方創生推進交付金を活用しヘル
スツーリズム事業を実施した。そ
の他、テレワークセンターの設
置、その他事業推進支援などを
行った。

事業費 2,757,370 円

  

事務事業 000022 みなかみ幸せ創生本部事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 事業効果の向上

地方創生（戦略推進）のた
め新規に立ち上げた延べ
事務事業数

目 6 418 431 世帯

平成 29 7 28  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

企画 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

高速通信の利活用の普及活動(PC
教室の開催等)を行ってきたため、
加入率もクリアできた。今後は加入
率の維持に努める。

 

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

町民誰もが光通信を使用できるよ
う、藤原地域と猿ヶ京地域へ光ファ
イバー網を整備。NTTの交換局を使
用するための使用料・NTTの電柱を
使用するための保守管理委託料を
支払う。断線等の対応はNTTが行
う。

 

事業費 9,607,738 円

7 6

事務事業 000015 光ファイバ網管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 事業効果の向上 延べ加入世帯数

平成 29   30



32_効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 28 ～ 4 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 5 17 38 箇所

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

消防・防災 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

経年劣化による不具合が多々生じ
ている。

業務に支障が生じないよう、点検
を含め改修すべき所は早めに修
理する。

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

本庁舎等の燃料費・光熱水費・電話
料の支払、修繕の実施、また、庁舎
内各設備の保守点検等を委託によ
り行い、適切に維持管理する。

議場改修、宿直室改修、LEDラン
プ交換工事、庁舎UPS蓄電地交
換工事、電話幹線配線工事、ア
ンテナ改修、空調設備の更新等
を実施。

事業費 58,360,400 円

7 6

事務事業 000005 本庁舎維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 04 公の施設の有効活用 修繕箇所

目 5 1・172 9・184 施設

平成 29 8 21 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

消防・防災 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題無し なし

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

効率的に行政財産を一括管理す
る。①危険物取扱者関係、②森林
国営保険手続き、③町有建物災害
共済手続き、④機械等共済手続
き、⑤建築物及び建築設備定期調
査業務他

なし

事業費 12,220,878 円

7 6

事務事業 000004 行政財産一括管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 04 公の施設の有効活用

定期調査施設数・共済加
入施設数

目 7 9,823 8,427 人

平成 29 8 21 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

地域振興 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

今後、借り主である法人の自主的な
運営と地元住民の理解が不可欠と
なってくる。

現状維持

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

地域の活性化と地域のコミュニティ
施設として位置づけ、最適な管理運
営方法を模索・検討する。または最
適な借受者を選定し土地建物使用
貸借契約を締結する。

特になし

事業費 245,807 円

7 4

事務事業 000003 旧猿ヶ京小学校管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 04 公の施設の有効活用 利用人数

目 5 7,717 7,717 ㎡

平成 29   30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

消防・防災 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

利用する目的がなく、売却等含め財
産処分を検討する。

引き続き売却への手段を模索す
る。

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

旧新治村が取得した山形県鶴岡市
鼠ヶ関にある町有地の管理、利活
用方法の検討を行う。
管理状況：地元住民に草刈作業を
委託

鶴岡市役所並びに地元自治会に
行き、売却の意思を再度伝え、
地元での利用確認、周辺の土地
売買の動きなどの聞き取り調査
を行った。

事業費 215,495 円

7 6

事務事業 000002 山形県鶴岡市内町有地管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 04 公の施設の有効活用 管理面積

平成 29 8 21 30



32_効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 5 2 2 件

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

消防・防災 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

総務
課長 原澤　志利

地域とのつながりがある施設の除
却について理解を得ることが困難な
場合がある。

必要のない施設、危険な建物の
除却を実施する。

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

普通財産の解体撤去

旧北幼稚園遊具撤去及び電気
設備・床改修、下牧幼稚園プー
ル等撤去工事を実施。上記２施
設は区の要望により公民館とし
て利用している。

事業費 13,954,816 円

7 6

事務事業 000017 普通財産除却整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 04 公の施設の有効活用 除却件数

目 1 2 2 回

平成 29 8 21 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 13 項 2

企画 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

課題なし  

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績土地開発公社の運営費（役員報酬・

分譲地販売促進費・事務費等）の補
助金を支出する事業

 

事業費 1,174,313 円

7 6

事務事業 000010 土地開発公社運営支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 04 公の施設の有効活用 補助金交付回数

目 14 5,332・55 4,546・14 件

平成 29   30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

庶務・住民 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

新治支所
課長 原澤　志利

支所庁舎及び冷暖房設備等の老朽
化に、最小の予算で安全と効率的
な環境を確保していくか。支所周辺
木の老木化による枝折れ・倒木等
の危険を、いかにして回避していく
か。

支所の冷暖房設備等の老朽化
に対し、最小限の予算で、安全で
快適に用務が足せる環境の維持
確保。支所周辺の最低限度の維
持管理。

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

来庁者が安全で快適に用務が足せ
る環境の提供、また職員が円滑に
業務に携われるよう、支所庁舎の
設備・機器等に関し、経済性を考慮
しながら維持管理を行う。

事務室照明器具交換工事の実
施。
支所周辺支障木の伐採作業（一
次作業）の実施。

事業費 11,169,174 円

7 3

事務事業 000007 新治支所管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 04 公の施設の有効活用 窓口来庁者数・修繕件数

目 14 8,754・9 8.500・10 件

平成 29 7 31 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

庶務・住民 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

水上支所
課長 原澤　志利

現庁舎を改修し使用し続けるのか、
職員駐車場に新庁舎を新設するの
か、他の施設に移転するのか方針
を出せるのかが課題となる。

現在の庁舎の老朽化に伴い、今
後の維持管理費を考慮すると他
施設に移転が望ましい。新庁舎
の新設は除雪センターとの業務
も併せて検討する必要がある。

施
策
体
系

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進
事業実績

水上支所等の維持管理運営

現庁舎の部分的な改修。（来庁
者の利便性の向上を図るための
ロビー・カウンター等の配置移
動）

事業費 8,492,334 円

7 2

事務事業 000006 水上支所管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 04 公の施設の有効活用 窓口来庁者数・修繕件数

平成 29 7  30



a


